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海洋立国研究会

1. 「海洋技術フォーラム」の活動（2005～）
科学技術基本計画、海洋基本法・基本計画、エネ
ルギー基本計画 への提言。

将来の危機（資源、エネルギー、環境、安全，権
益）の克服には、「海洋の利用と開発」が果たす役
割が不可欠。

排他的経済水域のおける経済活動の重要性と海
洋産業の技術開発計画の提言

2. CIGS 海洋立国研究会の課題
海洋国家として海洋立国を目指すために
は「現実を直視して、これを克服して行く」
ことが不可欠な課題。

現実：軍事的な脅威、脆弱な海洋産業基
盤、資源開発力と新産業創出力の不足

克服すべき課題と提言すべき課題：
①新産業創出のプロセスと産業政策によ
る推進の在り方（産官の役割）

②海洋における軍事力を背景とする、海
洋資源開発とその権益の確保（安全保
障と国内法整備、海洋開発における国
際協力の在り方）

③新しい海洋地政学の構築 とその理念
に則った海洋立国の推進

3. 産業政策の転換
 「新成長戦略」，「産業構造ビジョン2010」、「エネ
ルギー基本計画」見直し

環境エネルギー大国への道、アジア地域における
展開、海洋資源エネルギー開発の展開

政府の役割の転換、ビジネスモデル（事業開発モ
デル）の転換（独自な開発—世界標準—認証）、
技術開発体制の転換

4. 緊迫する資源問題と海底資源開発
レアアース・レアメタルの中国政府の輸出規制と
価格高騰

尖閣諸島付近での海上保安庁巡視船と中国漁船
の衝突事件

東シナ海ガス田「白樺」（日中共同開発事業）への
中国側の機材搬入

5．海洋立国研究会とその報告
定例研究会（月２回）

「新産業創出のプロセス」と「EEZの海底資
源開発と安全保障の課題」

調査・研究活動の成果と課題を報告

海外から専門家の招聘と国際的な対話



海洋立国研究会への参加メンバー

メンバー(順不同);
古庄 幸一 NTTデータ 株式会社特別参与

尾崎 雅彦 東京大学大学院 新領域創生科学研究科 教授

早稲田 卓爾 東京大学大学院 新領域創生科学研究科 准教授

多部田 茂 東京大学大学院 新領域創生科学研究科 准教授

山崎 哲生 大阪府立大学大学院 工学研究科 教授

田中 瑞乃 株式会社 NTTデータ経営研究所 ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

TOYOHIKO MURAKI ADVANCED TECHNOLOGY TRANSFER,INC. 社長

大江 清登 ｴﾑｲｰｼｰｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ株式会社 技術担当部長

湯原 哲夫 一般財団法人 キャノングローバル戦略研究所 研究主幹

段 烽軍 一般財団法人 キャノングローバル戦略研究所 主任研究員

上之門 捷二 一般財団法人 キャノングローバル戦略研究所 客員研究員

（海洋立国研究会幹事）

青柳 由里子 一般財団法人 キャノングローバル戦略研究所 研究員

特別参加

・安保 公人 拓殖大学 教授
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